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Ⅰ 策定の趣旨 

 

2014年（平成 26年）11月に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、国は同年 12月に「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。

士幌町においても、国と同様に 2015年（平成 27年）12月に「士幌町まち・ひと・しごと創生総

合戦略」（以下「第１期人口ビジョン・総合戦略」）を策定し、人口減少の抑制及び住み良いま

ちづくりを目指して取り組んでまいりました。 

第１期人口ビジョン・総合戦略は、令和元年度までの計画期間であるため、2020年度（令和２

年度）から 2024年度（令和６年度）までを計画期間とする「第２期士幌町人口ビジョン、まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定することとなりました。 

策定にあたっては、町民を対象としたアンケート調査を実施し、皆様から現状把握及び今後の

町のあるべき姿について貴重なご意見を頂戴しました。ご協力いただいた皆様には、深く感謝申

し上げます。また、総合戦略の取組状況や本人口ビジョン・総合戦略の策定について、産官学金

労言の代表者で構成する「士幌町地方創生推進会議」においてご審議いただき、厚くお礼申し上

げます。 

人口ビジョンについては、第１期で掲げた 2040年（令和 22年）に 5,100人を確保するという

目標を引き続き目指すこととしております。 

これは、2016年度（平成 28年度）から国の地方創生推進交付金事業等を活用し、移住・定住・

雇用の創出が実現したことに加え、ここ数年で地域資源を活用した６次産業化等の取組が増え、

地域活性化が図られていることなど、最近の本町の状況を踏まえて判断したものです。 

総合戦略については、「多様な雇用の創出」「交流人口を増やす、住環境の充実」「子育て」

「安心・安全なまちづくり」というこれまでの基本目標を継承し、今後、さらに進歩が予想され

る未来技術、地域の強みである農業を基盤に施策を位置づけました。これらの施策をもとに多角

的な視点から重点事業を進め、人口減少を和らげ、将来にわたって「活力ある地域社会」を実現

するために、町民、団体、事業者、関係機関等が一体となり取り組んでいきます。 

 

※“まち・ひと・しごと創生”とは、まち（国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して

営める地域社会の形成）、ひと（地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保）、しごと（地域における魅力

ある多様な就業の機会の創出）を一体的に推進すること。 
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Ⅱ 構成や期間等 

 

（１）全体の構成 

「第２期士幌町まち・ひと・しごと創生総合戦略」は、第１章「人口ビジョン」、第２章「総

合戦略」という構成になっています。 

第１章の人口ビジョンでは、本町の人口の現状を分析し、将来目指すべき人口のあり方を示し

ています。 

第２章の総合戦略では、人口ビジョンで示した本町の将来展望を実現するために、目指すべき

方向と実効性が期待できる施策を示しています。 

 

（２）人口ビジョン及び総合戦略の期間 

人口ビジョンで行う推計の範囲については、国の長期ビジョンに合わせて、2060 年（令和 42

年）までとし、将来人口については、中期的な視点で 2040年（令和 22年）における見通しを中

心に示します。 

総合戦略については、国の総合戦略に合わせて、2020 年度（令和２年度）から 2024 年度（令

和６年度）までの５年間とします。 

 

（３）そのほかの留意点 

・本ビジョン内で示している将来人口は、国勢調査の実績値をもとに推計しています。 

・文章中、補足説明が必要な文言や、表・グラフで用いている数値の出典は、「※」で示してい

ます。 

・グラフで示している％は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位までを百分率(％)で表示

しています。そのため、％を合計しても 100.0％にならない箇所もあります。 

・年については、西暦で示した後ろに、和暦を（ ）で示しています。段落内で同じ年が出てき

た場合は、和暦を省略しています。 
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第１章 人口ビジョン 
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Ⅰ 人口の現状分析 

１ 人口の推移、動向について 

本町の総人口は、1955年（昭和 30年）の 10,181人をピークに、1975年（昭和 50年）まで急

速に減少しました。その後、1980 年（昭和 55年）から 2005 年（平成 17年）までは横ばいの状

況が続いていましたが、2010年（平成 22年）から 2020年（令和２年）までは、５年前に比べて

５％程度、減少する状況が続いています。 

 

総人口（上段）と５年前と比較した増減率（下段）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフ）国勢調査 
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年齢３区分別人口については、長期的な少子高齢化傾向が続くなかで、1990年（平成２年）ま

では年少人口（15歳未満）が老年人口（65歳以上）を上回っていましたが、1995年（平成７年）

の間に逆転しました。その後も老年人口は増加を続ける一方、年少人口は生産年齢人口（15～64

歳）とともに、減少傾向が続いています。 

 

年齢３区分別人口（上段）と比率（下段）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフ）国勢調査（年齢不詳は除く。） 
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年齢階級別人口の推移を、2000年（平成 12年）、2010年（平成 22年）、2020年（令和２年）

で比較すると、５～９歳、20 歳代、35～54 歳で 20年間減少が続く一方、85歳以上は 20年間増

加が続いています。 

最も多い年齢階級をみると、2000年は 45～49歳、2010年は 55～59歳、2020年は 65～69歳で

あり、徐々に高くなっています。 

 

年齢階級別人口の推移（2000年・2010年・2020年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2000年 
(H12) 

10年間の 
← 増減 → 

2010年 
(H22) 

10年間の 
← 増減 → 

2020年 
(Ｒ２) 

０～４歳 278 49 327 ▲ 145 182 

５～９歳 333 ▲ 34 299 ▲ 53 246 

10～14歳 443 ▲ 158 285 21 306 

15～19歳 450 ▲ 237 213 16 229 

20～24歳 306 ▲ 69 237 ▲ 21 216 

25～29歳 345 ▲ 23 322 ▲ 62 260 

30～34歳 348 17 365 ▲ 90 275 

35～39歳 389 ▲ 24 365 ▲ 14 351 

40～44歳 459 ▲ 107 352 ▲ 8 344 

45～49歳 599 ▲ 206 393 ▲ 44 349 

50～54歳 526 ▲ 72 454 ▲ 103 351 

55～59歳 388 189 577 ▲ 219 358 

60～64歳 421 75 496 ▲ 61 435 

65～69歳 426 ▲ 73 353 168 521 

70～74歳 401 ▲ 25 376 61 437 

75～79歳 309 48 357 ▲ 49 308 

80～84歳 212 110 322 ▲ 43 279 

85～89歳 124 60 184 38 222 

90歳以上 69 70 139 32 171 

年齢不祥 13  0  8 
 

※（上のグラフと下の表）国勢調査  

2010年に最も多い年齢階級 

2020年に最も多い年齢階級 2000年に最も多い 

年齢階級 



９ 

２ 人口増減に関する分析 

人口増減は、自然増減（出生数-死亡数）と社会増減（転入数-転出数）によって算出されます

が、2000年（平成 12年）からの人口増減の推移をみると、2003年（平成 15年）と 2004年（平

成 16年）を除き、マイナスの状況が続いています。 

 

社会増減（転入・転出）と自然増減（出生・死亡）、人口増減の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（2000年(平成12年)と2013年(平成25年)以降は１月１日から12月31日。2001年

(平成13年)～2012年(平成24年)は４月１日から翌年３月31日まで。2013年(平成25年)からは外国

人を含む。） 
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１０ 

（１）自然増減（出生・死亡）の推移 

本町の合計特殊出生率は、全国や北海道の平均と比較すると高い数値ですが、最新の数値は、

近隣の市町村の平均よりもやや低くなっています。 

子どもを産む世代の人口減少により、出生数は減少傾向にあり、2007年（平成 19年）からは、

死亡数が出生数を上回る「自然減」の状況が続いています。 

 

出生数と死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（2000年(平成12年)と2013年(平成25年)以降は１月１日から12月31日。2001年

(平成13年)～2012年(平成24年)は４月１日から翌年３月31日まで。2013年(平成25年)からは外国

人を含む。） 

 

合計特殊出生率（ベイズ推定値※）の推移と比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口動態保健所・市町村別統計（厚生労働省） 

※合計特殊出生率：１人の女性が生涯を通じて生む子どもの平均数に相当する指標。 

※ベイズ推定値：人口や出生数が少ない市区町村等では、合計特殊出生率が不安定になりやすい（特異値が発生

しやすい）ため、都道府県の出生状況を加味して算出したもの。  
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１１ 

（２）社会増減（転入・転出）の推移 

転入・転出の人数は、近年横ばい状況が続いています。転入数が転出数を上回る「社会増」の

年もあるものの、多くは転出数が転入数を上回る「社会減」の状況です。近年では、2020年（令

和２年）に転入超過となりましたが、2021年（令和３年）には再び転出超過となっています。 

 

転入数と転出数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（2000年(平成12年)と2013年(平成25年)以降は１月１日から12月31日。2001年

(平成13年)～2012年(平成24年)は４月１日から翌年３月31日まで。2013年(平成25年)からは外国

人を含む。） 

 

2019年（令和元年）から 2021年（令和３年）までの３年間の社会増減を年齢階級別でみると、

25～29歳や 35～39歳で転入超過がめだつ一方、15～24歳で転出超過がめだちます。 
 

年齢階級別の社会増減の状況（2019年・2020年・2021年の３年間の合計） 
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１２ 

 

2019 年（令和元年）から 2021 年（令和３年）の３年間の転入出状況は、札幌市や帯広市への

転出が多く、全体で転出超過となっています。 

一方、札幌市や帯広市以外の「その他道内」や「道外」では、転入超過となっています。 

 

士幌町の地域別転入出状況（2019年・2020年・2021年の３年間の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※総務省「住民基本台帳移動報告」（１月１日～12月31日、国内移動分、2017年（平成29年）までは日

本人のみ、2018年（平成30年）以降は外国人を含む。） 
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１３ 

３ 雇用や就労、従業（通勤）・通学に関する人口の推移 

（１）就業者数の推移 

就業者数（15歳以上）については、男女とも徐々に減少しています。 

年齢階層別でみると、就業者数が最も多い年齢階層は、1990 年（平成２年）は 30 歳代、1995

年（平成７年）と 2000年（平成 12年）は 40歳代、2005年（平成 17年）から 2015年（平成 27

年）は 50歳代、2020年（令和２年）は 60歳代と、徐々に高くなっています。 

 

就業者数（15歳以上）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢階層別就業者数の推移 
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１４ 

 

産業３区分別の就業者数については、2015年までは第１次産業、第２次産業は減少傾向でした

が、2020年（令和２年）は、第１・２・３次産業ともに減少しています。 

構成比については、大きな変動はありません。 

2020 年（令和２年）の構成比を性別でみると、第２次産業は男性、第３次産業は女性の方が、

それぞれ高い状況です。 

 

産業３区分別就業者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業３区分別就業者構成比の推移 
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１５ 

 

2020年（令和２年）の産業３区分別就業者数を性別・年齢階級別でみると、15～29歳の男性は

第１次産業と第３次産業、15～29歳の女性は第３次産業で多く就業しています。 

構成比でみると、70歳以上は、男女とも第１次産業の割合が高くなっています。 

 

産業３区分別・性別・年齢階級別就業者数 
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１６ 

（２）町内事業所（民営事業所）の状況 

民営事業所※数は横ばい状況が続いていますが、従業者数は 2,200～3,000人の間で変動してい

ます。 

事業所数について産業（大分類）別でみると、2016 年（平成 28 年）から 2021 年（令和３年）

にかけて、農林漁業（個人経営を除く）とサービス業（他に分類されないもの）は増加していま

すが、宿泊業、飲食サービス業は減少しています。 

※民営事業所には、国、地方公共団体の事業所及び個人経営の農林漁業は含まない。 

 

民営事業所数、従業者数の推移 
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１７ 

 

従業者数について産業（大分類）別でみると、2016 年（平成 28 年）から 2021 年（令和３年）

にかけて、製造業の従業者数が増加しています。 

 

産業（大分類）別民営事業所の従業者数の推移 
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ス基礎調査、2012年（平成24年）と2016年（28年）、2021年（令和３年）は経済センサス活動調

査（2021年は速報値。） 

※国、地方公共団体の事業所は含まない。 
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１８ 

（３）農業経営の状況 

本町の基幹産業である農業については、農家数は減少傾向にあります。 

60 日以上従事した世帯員､役員･構成員(経営主を含む)数を年齢階層別にみると 60 歳代の人数

が最も多く、20・30・50歳代では、男女の人数の差が大きい状況です。 
 

農家数（農業経営体数）、農業に 60日以上従事した世帯員､役員･構成員(経営主を含む)数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※これまで表記していた「農業就業人口（販売農家において自営農業に主として従事した世帯員数）」は、農林

業センサスの集計・表記の変更により、調査項目ではなくなったため、2020年（令和２年）より「農業に

60日以上従事した世帯員、役員・構成員（経営主を含む）数」を表記。 

 

年齢階層別農業に 60日以上従事した世帯員､役員･構成員(経営主を含む)数 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別・年齢階層別農業に 60日以上従事した世帯員､役員･構成員(経営主を含む)数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（３つのグラフ）2020年（令和２年）農林業センサス  
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１９ 

 

本町の農業経営の状況については、30～50haの耕地面積の経営体が約半数を占めるなど、北海

道の平均や十勝総合振興局管内の平均に比べて大規模経営の割合が高く、また、販売金額につい

ても、金額が高い経営体の割合が高い状況です。 

雇い入れした実人数については、年間約 1,800人いますが、その多くは臨時雇いとしての人数

です。 

 

経営耕地面積規模別の経営体数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年（令和２年）農林業センサス（「１ha未満」に「経営耕地なし」を含む。） 

 

農産物販売金額別の経営体数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年（令和２年）農林業センサス（500万円未満には「販売なし」を含む。） 

 

農業経営体における雇用労働状況 
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十勝管内

北海道

１ha未満 １～10ha 10～20ha 20～30ha 30～50ha 50ha以上

2.9 

8.3 

23.0 

1.7 

4.2 

12.2 

22.7 

21.9 

30.9 

36.2 

28.4 

16.4 

18.7 

25.3 

12.2 

8.6 

6.4 

3.1 

1.7 

2.0 

0.9 

3.2 

1.5 

0.6 

4.3 

1.9 

0.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

士幌町

十勝管内

北海道

500万円

未満

500～

1,000万円

1,000～

3,000万円

3,000～

5,000万円

5,000万～

１億円

１～

２億円

２～

３億円

３～

５億円

５億円

以上

合　計 常雇い 臨時雇い

158 51 128

1,754 174 1,580

49,540 38,310 11,230　雇い入れした延べ人日

総経営体数 雇用形態

　雇い入れした実経営体数

　雇い入れした実人数
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（４）通勤・通学による流入出状況 

士幌町に常住する人※（士幌町民）の従業（通勤）先は、全体の約 85％が「士幌町内」です。

士幌町民が町外に従業（通勤）する人数よりも、町外から士幌町内に従業（通勤）する人数の方

が多いため、従業においては流入超過となっています。 

一方、士幌町民の通学先は、士幌町内 36.5％、町外 63.0％で、約３分の２は町外に通学してい

ます。町外に通学している士幌町民の人数が、町外から士幌町内に通学している人数より多いた

め、通学においては流出超過となっています。 

※常住する人とは、士幌町で暮らしている人（士幌町で国勢調査を受けた人）。 

 

従業（通勤）の流出入の状況 

 

 

 

 

 

 

通学の流出入の状況 

 

 

 

 

 

 

 

＜従業（通勤）＋通学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町内 2,736人

士幌町民 2,736 人

町外

465人

町外者

1,163人

0 1,000 2,000 3,000 4,000

士幌町民の従業先

士幌町内の従業者

（人）

町内 70人

士幌町民 70 人

町外 121人

町外者 74人

0 100 200

士幌町民の通学先

士幌町内の通学者

（人）

人数（人）
<A>

構成比
（％）

人数（人）
<Ｂ>

構成比
（％）

3,424 100.0 4,084 100.0 660

士幌町 2,806 82.0 士幌町に常住 2,806 68.7 -

士幌町外（流出） 586 17.1 士幌町外に常住 1,237 30.3 651

帯広市 226 6.6 帯広市 370 9.1 144

音更町 129 3.8 音更町 561 13.7 432

上士幌町 145 4.2 上士幌町 157 3.8 12

鹿追町 5 0.1 鹿追町 12 0.3 7

芽室町 12 0.4 芽室町 21 0.5 9

幕別町 11 0.3 幕別町 52 1.3 41

池田町 2 0.1 池田町 15 0.4 13

本別町 2 0.1 本別町 15 0.4 13

足寄町 7 0.2 足寄町 14 0.3 7

道内のその他市町村 34 1.0 道内のその他市町村 19 0.5 ▲ 15

道外 4 0.1 道外 1 0.0 ▲ 3

従業・通学市区町村
「不詳・国外」

9 0.3 9 0.2 -

32 0.9 32 0.8 -

士幌町に常住する従業・通学者（町民）の
従業・通学地（15歳以上）

士幌町で従業・通学する人の常住地
（住んでいる市町村）（15歳以上）

流出入超過
<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)

(ﾏｲﾅｽは流出超過)

士幌町に常住する
従業・通学者の合計

士幌町で従業・通学
する人の合計

町
外
の
内
訳

従業・通学地「不詳」

町
外
の
内
訳

従業・通学市区町村「不
詳・国外」で士幌町に常住

従業・通学地「不詳」で
士幌町に常住
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＜従業（通勤）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜通学＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜前ページを含む２つのグラフと３つの表について＞ 

※2020年（令和２年）国勢調査 

※人数は、15歳以上の従業者、通学者。合計には、従業地、通学地の「不詳」を含む。 

  

人数（人）
<A>

構成比
（％）

人数（人）
<Ｂ>

構成比
（％）

3,232 100.0 3,937 100.0 705

士幌町 2,736 84.7 士幌町 2,736 69.5 -

士幌町外（流出） 465 14.4 士幌町外（流入） 1,163 29.5 698

帯広市 151 4.7 帯広市 346 8.8 195

音更町 115 3.6 音更町 523 13.3 408

上士幌町 134 4.1 上士幌町 154 3.9 20

鹿追町 5 0.2 鹿追町 12 0.3 7

芽室町 12 0.4 芽室町 18 0.5 6

幕別町 11 0.3 幕別町 46 1.2 35

池田町 2 0.1 池田町 15 0.4 13

本別町 2 0.1 本別町 15 0.4 13

足寄町 7 0.2 足寄町 14 0.4 7

道内のその他市町村 17 0.5 道内のその他市町村 19 0.5 2

道外 2 0.1 道外 1 0.0 ▲ 1

従業市区町村「不
詳・国外」

7 0.2 7 0.2 -

31 1.0 31 0.8 -

士幌町に常住する従業者（町民）の
従業地（15歳以上）

士幌町で従業する人の常住地
（住んでいる市町村）（15歳以上）

流出入超過
<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)

(ﾏｲﾅｽは流出超過)

士幌町に常住する
従業者の合計

士幌町で従業する人の合
計

町
外
の
内
訳

従業地「不詳」

町
外
の
内
訳

従業市区町村「不詳・国
外」で士幌町に常住

従業地「不詳」で士幌町に
常住

人数（人）
<A>

構成比
（％）

人数（人）
<Ｂ>

構成比
（％）

192 100.0 147 100.0 ▲ 45

士幌町 70 36.5 士幌町 70 47.6 -

士幌町外（流出） 121 63.0 士幌町外（流入） 74 50.3 ▲ 47

帯広市 75 39.1 帯広市 24 16.3 ▲ 51

音更町 14 7.3 音更町 38 25.9 24

上士幌町 11 5.7 上士幌町 3 2.0 ▲ 8

鹿追町 0 0.0 鹿追町 0 0.0 0

芽室町 0 0.0 芽室町 3 2.0 3

幕別町 0 0.0 幕別町 6 4.1 6

池田町 0 0.0 池田町 0 0.0 0

本別町 0 0.0 本別町 0 0.0 0

足寄町 0 0.0 足寄町 0 0.0 0

道内のその他市町村 17 8.9 道内のその他市町村 0 0.0 ▲ 17

道外 2 1.0 道外 0 0.0 ▲ 2

通学市区町村「不
詳・国外」

2 1.0 2 1.4 -

1 0.5 1 0.7 -

町
外
の
内
訳

通学地「不詳」

町
外
の
内
訳

通学市区町村「不詳・国
外」で士幌町に常住

通学地「不詳」で士幌町に
常住

士幌町に常住する通学者（町民）の
通学地（15歳以上）

士幌町の学校に通学する人の常住地
（住んでいる市町村）（15歳以上）

流出入超過
<B>-<A>

(ﾌﾟﾗｽは流入超過)

(ﾏｲﾅｽは流出超過)

士幌町に常住する
通学者の合計

士幌町の学校に
通学する人の合計
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年齢階級別の従業（通勤）の流入出状況をみると、20歳以上では流入超過となっています。 

その結果、昼夜間人口比率は周辺の自治体と比較して高い状況で、25歳以上では昼夜間人口比

率が 100をこえています。 

 

年齢階級別の従業（通勤）の流入出状況（15歳以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昼夜間人口比率の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフ）2020年（令和２年）国勢調査 

  

12 

20 

34 

42 

66 

48 

42 

50 

46 

43 

42 

14 

6 

7 

29 

81 

74 

109 

139 

133 

130 

155 

148 

91 

55 

12 

0 50 100 150

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上

（人）

流出（士幌町から町外に通勤）

流入（町外から士幌町に通勤）

111.3 

105.6 

85.6 

100.9 

97.5 

102.3 

104.3 

0 100

士幌町

上士幌町

音更町

鹿追町

池田町

本別町

帯広市
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年齢階級別昼夜間人口比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年（令和２年）国勢調査 

※昼夜間人口比率の計算式は次のとおり。 

 

＝（士幌町の常住人口－士幌町に常住する従業・通学者の合計＋士幌町で従業・通学する人の合計） 

士幌町の常住人口 

 

  

×１００ 

100.1 

83.8 

98.6 

118.1 

112.0 

112.8 

126.7 

126.4 

123.1 

130.4 

124.1 

109.4 

109.4 

100.6 

0 100

15歳未満

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75歳以上
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1955

(S30)

1960

(S35)

1965

(S40)

1970

(S45)

1975

(S50)

1980

(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

2050

(R32)

人口総数 10,181 9,617 8,581 7,567 7,028 6,979 7,044 7,149 7,010 6,839 6,755 6,416 6,132 5,848 5,471 5,111 4,773 4,440 4,081 3,713

5,848 

4,440 

3,713 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（人）

Ⅱ 将来の人口とその影響 

１ 将来の人口推計 

2023年（令和５年）に公表された国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」と表記）の

人口推計によると、士幌町の総人口は、2040年（令和 22年）には 4,440人、2050年（令和 32年）

には 3,713人になると推計されています。 

 

 

総人口（上段）と５年前と比較した増減率（下段）の推移 

［2025年以降は推計値］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年までは国勢調査の実績値。2025年からは国立社会保障人口問題研究所（2023年公表）の推計

値。 

  

推計値 

1955

(S30)

1960

(S35)

1965

(S40)

1970

(S45)

1975

(S50)

1980

(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

2050

(R32)

増減率 -5.5 -10.8 -11.8 -7.1 -0.7 0.9 1.5 -1.9 -2.4 -1.2 -5.0 -4.4 -4.6 -6.4 -6.6 -6.6 -7.0 -8.1 -9.0

-15

-10

-5

0

5
（％）
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1955

(S30)

1960

(S35)

1965

(S40)

1970

(S45)

1975

(S50)

1980

(S55)

1985

(S60)

1990

(H2)

1995

(H7)

2000

(H12)

2005

(H17)

2010

(H22)

2015

(H27)

2020

(R2)

2025

(R7)

2030

(R12)

2035

(R17)

2040

(R22)

2045

(R27)

2050

(R32)

人口総数 10,1819,617 8,581 7,567 7,028 6,979 7,044 7,149 7,010 6,839 6,755 6,416 6,132 5,848 5,471 5,111 4,773 4,440 4,081 3,713

年少人口(15歳未満) 3,932 3,497 2,697 1,875 1,605 1,499 1,533 1,468 1,302 1,054 940 911 844 734 568 459 403 369 329 288

生産年齢人口(15～64歳) 5,848 5,633 5,396 5,147 4,699 4,672 4,573 4,579 4,377 4,231 4,119 3,774 3,494 3,168 2,944 2,750 2,534 2,299 2,062 1,822

老年人口(65歳以上) 401 487 488 545 724 808 938 1,102 1,331 1,541 1,696 1,731 1,794 1,938 1,959 1,902 1,836 1,772 1,690 1,603

734 

369 

5,848 

3,168 

1,822 
1,938 

1,603 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（人） 人口総数

年少人口(15歳未満)

生産年齢人口(15～64歳)

老年人口(65歳以上)

 

年齢３区分別人口については、老年人口（65歳以上）は今後も増加を続けますが、2025年（令

和７年）をピークに減少に転じると推計されています。一方、生産年齢人口（15～64歳）はこれ

までに比べて急速に減少し、2050 年（令和 32 年）には、生産年齢人口と老年人口が同程度とな

ることが推計されています。 

 

年齢３区分別人口の推移［2025年以降は推計値］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年までは国勢調査の実績値。2025年からは国立社会保障人口問題研究所（2023年公表）の推計

値。 

  

推計値 
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38.6

36.4

31.4

24.8

22.8

21.5

21.8

20.5

18.6

15.4

13.9

14.2

13.8

12.6

10.4

9.0

8.4

8.3

8.1

7.8

57.4

58.6

62.9

68.0

66.9

66.9

64.9

64.1

62.4

61.9

61.0

58.8

57.0

54.2

53.8

53.8

53.1

51.8

50.5

49.1

3.9

5.1

5.7

7.2

10.3

11.6

13.3

15.4

19.0

22.5

25.1

27.0

29.3

33.1

35.8

37.2

38.5

39.9

41.4

43.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1955年(S30)

1960年(S35)

1965年(S40)

1970年(S45)

1975年(S50)

1980年(S55)

1985年(S60)

1990年(H2)

1995年(H7)

2000年(H12)

2005年(H17)

2010年(H22)

2015年(H27)

2020年(R2)

2025年(R7)

2030年(R12)

2035年(R17)

2040年(R22)

2045年(R27)

2050年(R32)

年少人口（15歳未満） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

 

年齢３区分別の人口構成比の推移については、少子化、高齢化ともに、今後も続くことが推計

されています。 

 

年齢３区分別の人口構成比の推移［2025年以降は推計値］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年までは国勢調査の実績値。2025年からは国立社会保障人口問題研究所（2023年公表）の推計

値。  

推
計
値 
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435 440 393 334 266 213 184 

548 432 424 416 
396 

358 283 

620
605 

528 
448 

436 
430 

411 

624
615 

604 
585 

513 
436 

422 

683

463 
401 

395 
390 

378 
332 

322

245 

249 

240 

230 

219 

206 

3,232 

2,799 

2,600 

2,418 

2,232 

2,034 

1,838 

0

1,000

2,000

3,000

2020年

(R2)

2025年

(R7)

2030年

(R12)

2035年

(R17)

2040年

(R22)

2045年

(R27)

2050年

(R32)

（人）

70歳以上

60～69歳

50～59歳

40～49歳

30～39歳

15～29歳

２ 人口減少による影響分析 

（１）就業者数 

本町における全就業者数について、2020年（令和２年）の就業状況をもとに今後の推計をする

と、2040年（令和 22年）には現在の就業者数から約３割減少し、2050（令和 32年）には４割以

上減少することになります。 

 

年齢階層別就業者数の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年のみ実績。 

※2020年の年齢階層別の就業者数（15歳以上）及び就業率を用いて推計。 

 

 

  

-30.9％ -43.1％ 



２８ 

484.5 

446.0 

413.6 
386.7 

359.5 
330.5 

300.6 

4,884 
4,683 

4,477 

4,243 
3,967 

3,656 

3,338 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

100

200

300

400

500

600

2020年

（R2）

2025年

（R7）

2030年

（R12）

2035年

（R17）

2040年

（R22）

2045年

（R27）

2050年

（R32）

（20歳以上人口：人）（個人町民税：百万円）
20歳以上の個人町民税（百万円）

［参考］20歳以上の人口（人）

（２）税収 

本町における 20 歳以上の個人町民税額について、2020 年（令和２年）の税収状況をもとに今

後の推計をすると、2040年（令和 22年）には現在の税収額から約４分の１減少し、2050年（令

和 32年）には約４割減少することになります。 

 

 

個人町民税額（20歳以上）及び 20歳以上人口の将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2020年のみ実績。 

※ここでの個人町民税とは、20歳以上の市町村民税所得割額（軽減免後）と市町村民税均等割額（軽減免後）

の合計。 

  

-25.8％ 

-38.0％ 
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Ⅲ 将来の人口展望 

１ 本町の総人口の推移と、各種推計値の比較 

士幌町の人口は、1955 年（昭和 30 年）の 10,181 人をピークに減少が続いており、その後 60

年間で６割程度の規模となりました。その要因は、自然動態及び社会動態が、ともに減少の傾向

にあるからです。 

自然動態については、2007 年（平成 19 年）以降、死亡数が出生数を上回る「自然減（死亡超

過）」の状況が続いており、その差は拡大の傾向にあります。 

社会動態については、転入数が転出数を上回る年もあるものの、多くの年では転出数が転入数

を上回る「社会減（転出超過）」の状況で、今後も「社会減」が多い状況が続くことが推測され

ます。 

このような状態が続くと、減少のスピードが加速し、町民の生活や産業振興、本町の財政運営

などに与える影響がより一層拡大することとなるため、「第１期人口ビジョン・総合戦略」によ

り、人口減少を抑制するための施策を推進してきました。 

 

「第１期人口ビジョン・総合戦略」策定時（2015年）に公表された人口推計（社人研準拠推計）

※１によると、士幌町の総人口は、2040年（令和 22年）には 4,375人になると推計されていまし

た。その後、2023 年（令和５年）に公表された国立社会保障人口問題研究所の推計※２によると、

2040年（令和 22年）の推計値は 4,440人となっています。 

さらに、2020年（令和２年）の国勢調査の結果をもとに変化率を用いて推計した「コーホート

変化率法」による推計※３によると、2040年（令和 22年）には 4,604人になると推計されており、

本町の人口減少のスピードは、「第１期人口ビジョン・総合戦略」策定時に想定した状況よりも

やや鈍化しています。 

 

年 

推計方法 

1995 

(H７) 

2000 

(H12) 

2005 

(H17) 

2010 

(H22) 

2015 

(H27) 

2020 

(R2) 

2025 

(R7) 

2030 

(R12) 

2035 

(R17) 

2040 

(R22) 

2045 

(R27) 

2050 

(R32) 

国勢調査実績値 7,010 6,839 6,755 6,416 6,132 5,848       

社人研準拠推計
(2010 年国勢調査

実績値をもとに

推計) 

   6,416 6,090 5,760 5,411 5,062 4,723 4,375 4,009 3,652 

社人研推計(2020

年国勢調査実績
値をもとに推計） 

      5,471 5,111 4,773 4,440 4,081 3,713 

町推計（2020 年
国勢調査実績値

をもとに推計） 

      5,548 5,245 4,941 4,604 4,253 3,933 

※１：「社人研準拠推計」は、国立社会保障人口問題研究所の推計方法に準拠した推計値（推計の考え方につい

ては、Ⅲの「２ 将来人口の設定」を参照）。 

※２：国立社会保障人口問題研究所の推計は「コーホート要因法」（全国推計値と一致するよう補正）2050

年まで推計。 

※３：2015年と2020年の国勢調査の変化率を使用して推計（補正なし）  
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本町の総人口の推移と、各種推計値の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかしながら、自然動態及び社会動態が、ともに減少の傾向にある状況は変わっておらず、減

少の加速が懸念される要因も見られます。 

そこで、本町の人口増減に関する特徴をふまえながら、良い状況をのばし、悪い状況を改善し

ていく取組を引き続き、積極的に進めることとします。 

本町の人口増減に関する特徴と、人口減少に向けた取組方向については次のとおりです。 
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6,839 
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5,000

6,000

7,000

1995年

(H７)

2000年

(H12)

2005年

(H17)

2010年

(H22)

2015年

(H27)

2020年

(R2)

2025年

(R7)

2030年

(R12)

2035年

(R17)

2040年

(R22)

2045年

(R27)

2050年

(R32)

2055年

(R37)

2060年

(R42)

（人）

国勢調査実績値

社人研準拠推計（2010年国勢調査実績値をもとに推計）

社人研推計（2020年国勢調査実績値をもとに2050年まで推計）

町推計（2020年国勢調査実績値をもとに推計）
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２ 本町の人口増減に関する特徴と、人口減少への取組方向 

（１）自然増減と社会増減について 

［特徴］ 「自然増」「社会増」の年があるが、「自然増」は 2006年まで 

人口動態は、出生数と死亡数による「自然動態」と、転入数と転出数による「社会動態」によ

り生じます。 

自然動態・社会動態がともに減少する状態が続く市町村も少なくないなか、本町は 2000年（平

成 12年）以降も、「自然増」や「社会増」の年があります。 

しかしながら、「自然増」については、2006 年（平成 18 年）を最後に「自然減」が続いてお

り、その減少数は増加しています。 

 

自然増減・社会増減の内訳 

 自然増減 社会増減 備  考 

2000年（H12） 9 ▲48 自然増 

2001年（H13） ▲5 ▲4  

2002年（H14） ▲14 ▲58  

2003年（H15） 6 14 自然増・社会増で、社会増の方が大きい 

2004年（H16） 7 12 自然増・社会増で、社会増の方が大きい 

2005年（H17） ▲4 ▲23  

2006年（H18） 3 ▲106 自然増 

2007年（H19） ▲13 ▲44  

2008年（H20） ▲12 ▲97  

2009年（H21） ▲19 6 社会増 

2010年（H22） ▲12 ▲20  

2011年（H23） ▲42 4 社会増 

2012年（H24） ▲20 ▲35  

2013年（H25） ▲34 ▲64  

2014年（H26） ▲38 ▲2  

2015年（H27） ▲38 ▲23  

2016年（H28） ▲65 ▲14  

2017年（H29） ▲51 33 社会増 

2018年（H30） ▲28 ▲12  

2019年（R元） ▲49 ▲67  

2020年（R２） ▲58 40 社会増 

2021年（R３） ▲52 ▲30  

※数字は人数。網掛け部分は「自然増」または「社会増」となった年の数値。 

 

［取組方向］社会増に向けた取組を積極的に推進する 

社会動態は、自然動態に比べて変動が大きいですが、近年は「社会増」もみられるなど、今後

も転入を促進する取組によっては人口増加の効果が期待できる傾向にあります。自然動態の改善

を図るため出生数の増加に向けた取組を進めつつも、「社会増（転入促進）」に向けた取組をよ

り積極的に進めていくことが効果的です。  
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（２）出生率と出生数について 

［特徴］出生率は高いものの、出生数は減少している。未婚の女性も少ない 

本町は北海道の平均と比較すると、合計特殊出生率は高い状況ですが、出生数は伸び悩んでい

ます。これは、20～24 歳、30～34 歳といった出産・子育て世代の転出が多く、それより若い 15

～19歳の転出も多いことが原因となっています。 

未婚率を、性別・年齢階級別に北海道と比較すると、ほとんどの性別・年齢階級で北海道より

も未婚率が低く、未婚の人が少ない状況です。また、町内で男女の未婚率を比較すると、女性の

方が未婚率が低く、特に 25～34歳や 40～44歳で男女の差が大きく、未婚の女性が少ない状況で

す。 
 

性別・年齢階級別未婚率の比較（北海道との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

性別・年齢階級別の未婚・既婚の人数（士幌町の 15～49歳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（２つのグラフ）2020年（令和２年）国勢調査 
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また、転入出者数を男女別・年齢５歳階級別に見ると、15～19 歳の女性や 20～24 歳の女性で

は「転出超過」の状況がめだちます。若い世代の女性が多く転出することも、未婚の女性が少な

い要因になっていると思われます。 
 

男女別・年齢５歳階級別転入出者数（士幌町）（2019年・2020年・2021年の３年間の合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［取組方向］子育て世代の増加により、出生数の増加を目指す 

若い世代の流出がこのまま続くと、合計特殊出生率が上昇しても、出生数の増加にはむすびつ

かない状況が続き、さらに少子化が進みます。子育て支援等により子育て世代の転出を抑制し、

転入を促進することで、出生数の増加にむすびつけるようにしていくことが重要です。 

また、結婚のきっかけとなるような出会いが減少しているといわれるなか、結婚を望む町民が

パートナーを得られるよう支援していくことが必要です。  
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１０～１４歳 【男性】

＜女性＞

１５～１９歳 【男性】

＜女性＞

２０～２４歳 【男性】

＜女性＞

２５～２９歳 【男性】

＜女性＞

３０～３４歳 【男性】

＜女性＞

３５～３９歳 【男性】

＜女性＞

４０～４４歳 【男性】

＜女性＞

４５～４９歳 【男性】

＜女性＞

５０～５４歳 【男性】

＜女性＞

５５～５９歳 【男性】

＜女性＞

６０～６４歳 【男性】

＜女性＞

６５～６９歳 【男性】

＜女性＞

７０～７４歳 【男性】

＜女性＞

７５～７９歳 【男性】

＜女性＞

８０～８４歳 【男性】

＜女性＞

８５～８９歳 【男性】

＜女性＞

９０歳以上 【男性】

＜女性＞

（人）

転入

転出

※総務省「住民基本台帳移動報告」（１月１日～

12月31日、国内移動分、2017年（平成29

年）までは日本人のみ、2018年（平成30

年）以降は外国人を含む。） 
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（３）雇用の場と定住について 

［特徴］町内には雇用の場があるものの、若い世代の就業者は減少している 

町内には食品加工の工場などがあり、町外から多くの方が働きに来ています。その結果、本町

の従業（通勤）は、20 歳以上で流入超過となっており、昼夜間人口比率は 25 歳以上で 100 をこ

えています。 

2019 年に 16 歳以上の町民に実施したアンケートでも、「町外に住み続けたい」以外を選んだ

回答者にその理由を尋ねると、「自分にあう仕事（職場）がない」は若い年代ほど回答率が高く、

「商売や事業経営に不利、生計を保つ収入が得られない」は 30代で回答率が高くなっています。 

雇用の場は町内にあるものの、若い世代の雇用の受け皿として結びつきづらい状況となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年に16歳以上の町民2,000人を対象に実施し、657人から回答を頂きました。［ ］の数字は回答

者数です。  
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71.9

47.4
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7.0

9.8

11.5

9.8

65.6

0.0

6.6

4.9

3.3
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9.8

6.6

52.5

4.9

3.3

6.6

68.9

41.0

8.2

9.8

6.2

6.2

3.7

63.0

1.2

3.7

0.0

0.0

11.1

4.9

2.5

63.0

3.7

1.2

6.2

56.8

30.9

7.4

11.1

0% 20% 40% 60% 80%

自分にあう仕事（職場）がない

商売や事業経営に不利、生計を保つ収入が得られない

勤務地や通学地が遠い

交通が不便

自然が少ない

雪が多い

自然災害が多い

交通事故、犯罪などが不安

騒音・悪臭などの公害がある

住宅環境が悪い

土地代・家賃が高い

医療や福祉面が不安

子育てする環境が悪い

学校教育の環境が悪い

近所づきあいが良好ではない

買い物や娯楽などの場が少なく不便

余暇や生きがいを楽しむ場や機会が少ない

特に理由はないが、他のまちで暮らしてみたい

その他

【2019町民アンケート】町外に移りたい理由（あてはまるものすべて選択）［年代別］

10代・20代［42］

30代［62］

40代［57］

50代［61］

60代以上［81］
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［取組方向］若い世代が町内で働きたい場を見つけられるようにしていく 

15～19歳の流出超過は、町外への進学を機に転出する人達が多いことが大きな要因と思われま

すが、一度転出した若い世代が就職先を考えた時、町内には働く場がないと考え、その結果、町

外に戻ってこないという状況も少なくないと思われます。 

一方、士幌町民に、士幌町に住み続けたいかを尋ねたアンケート結果を、2015 年と 2019 年で

比較すると、分母（回答者数）の差はありますが、40代以下では「今住んでいる場所に住み続け

たい」という回答率は、2015 年よりも 2019 年の方が高くなっています。若い世代の定住に対す

る意識は、決して低くない状況です。 

一度転出した人達も含め、若い世代が、町内で自分の働きたい場を見つけられるようにすれば、

町内に住み続ける若い世代が増えることが期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年アンケートは2015年（平成27年）に16歳以上の町民2,000人を対象に実施し、874人から

回答を頂きました。2019年アンケートは2019年（令和元年）に16歳以上の町民2,000人を対象に実

施し、657人から回答を頂きました。［ ］の数字は回答者数です。 
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21.9
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23.1
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20.0

14.9

14.6

17.9

8.8
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【2015年】10・20代［134］

【2019年】10代・20代［72］

【2015年】30代［145］

【2019年】30代［113］

【2015年】40代［150］

【2019年】40代［114］

【2015年】50代［164］

【2019年】50代［123］

【2015年】60代［160］

【2019年】60代［133］

【2015年】70代以上［117］

【2019年】70代以上［87］

【2015年と2019年の比較】将来も士幌町に住み続けたいと思いますか（年代別）

今住んでいる

場所に住み続けたい

町内の別の

場所に移りたい

どちらとも

いえない

町外に

移りたい

転勤があるので、

転出すると思う

無回答
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［特徴］町外からは住宅の取得しやすさや子育て環境へのイメージは良く、条件があえば転入も 

町外から士幌町内の企業に勤めている方々を対象に実施したアンケートによると、住む場所と

しての士幌町のイメージについて、買い物環境や日常生活の便利さ、医療福祉に関する環境につ

いてはマイナスのイメージの方がプラスのイメージより高いですが、住宅取得にかかる費用や家

賃、子どもを育てることに関する環境、支援についてはプラスのイメージの方がマイナスのイメ

ージよりも高くなっています。 

また、士幌町への転入については、「ない」という回答よりは少ないですが、「条件があえば

考えたい」という回答も見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2022年（令和４年）に士幌町内の企業に勤めている、士幌町以外に住む方々を対象に実施し、86人の方か

ら回答を頂きました。［ ］の数字は回答者数です。 

 

［取組方向］士幌町の強みや良いイメージを町外に伝えていく 

都市が持つ便利な環境をつくりあげることは難しいですが、住宅の取得しやすさや子どもを育

てる環境の良さなど、住みよさにつながる本町の強みはあります。 

このような強みや、そこから生まれる良いイメージを町外に積極的に伝えることで、転入を促

進することにつながると考えられます。 

  

50.0

82.4

85.7

75.0

91.7

100.0

100.0

50.0

17.6

14.3

25.0

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

１０代［1］

２０代［6］

３０代［17］

４０代［21］

５０代［24］

６０代［12］

７０代以上［5］

【2022年通勤者アンケート】士幌町への転入予定（年代別）

ない ある(0人) 条件があえば考えたい

便利そう

8.1

高そう

10.5

良さそう

7.0

良さそう

26.7

不便そう

64.0

安そう

43.0

悪そう

36.0

悪そう

11.6

どちらともいえない、

分からない

27.9

どちらともいえない、

分からない

46.5

どちらともいえない、

分からない

57.0

どちらともいえない、

分からない

61.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①買い物環境や日常生活の便利さ

②住宅取得にかかる費用や家賃など

③病院や福祉施設など医療福祉に関する環境

④教育や子育てなど子どもを育てることに関

する環境、支援など

【2022年通勤者アンケート】住む場所としての士幌町のイメージ［86］
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３ 将来人口の設定 

本町が今後、新たな人口減少対策を講じない場合、Ⅱの「１ 将来の人口推計」で示した推計

（社人研準拠推計）や日本創成会議準拠推計によって示された人口減少をたどると仮定し、第１

期の設定方法を変更せず、本町が将来に展望する人口のあり方（本町が目指す推計）を示します。 

 

 

各種推計の設定方法 

推計の種類と考え方 推計の方法等 

社人研準拠推計 

 

全国の純移動率が、今後一定

程度縮小すると仮定した推

計 

・2010 年（平成 22 年）の国勢調査結果（性別・５歳階級別人

口）を基準値とし、「将来の生存率」「将来の純移動率」「将

来の子ども女性比」「将来の０～４歳性比」を設定した推計。

純移動率は、2020年（令和 2年）までにおおむね半減するこ

とを仮定。 

・2040 年（令和 22 年）までは社人研による推計値、2045 年

（令和 27 年）～2060 年（令和 42年）は社人研による推計に

基づき、まち・ひと・しごと創生本部が推計した数値。 

日本創成会議準拠推計 

 

全国の純移動率が、2010年

～2015 年の推計値と概ね

同水準でそれ以降も推移す

ると仮定した推計 

・「社人研準拠推計」と同じ「将来の生存率」「将来の純移動率」

「将来の子ども女性比」「将来の０～４歳性比」を設定した推

計。ただし、純移動率は、半減しないと仮定。 

・2040年（令和 22年）までは日本創成会議（民間機関）による

推計値、2045 年（令和 27年）～2060 年（令和 42年）はそ

の推計方法に基づき、本町が推計した数値。 

士幌町が目指す推計 

 

社人研準拠推計をもとに、移

動率を一部アップ。 

合計特殊出生率は、まち・ひ

と・しごと創生本部の出生率

上昇パターンに準じて設定 

＜移動率＞ 

・【社人研準拠推計】をもとに、2020 年（令和 2年）推計より、

[10～14 歳→15～19 歳]・[15～19 歳→20～24 歳]・[20～

24歳→25～29歳]の男女の移動率を 0.05ポイントアップ※。 

・それ以外の[40～44 歳→45～49 歳]以下の男女の移動率を

0.03ポイントアップ。 

・2015年（平成 27年）推計は、直近５年間の人口動態を加味し

て補正。 

 

＜合計特殊出生率＞ 

・2015年（平成 27年）推計は、社人研推計で用いられた 1.65、

それ以降は創生本部の例示を参考に、2025年（令和 7年）推

計まで 1.80、その後は 2.10で継続。 

 

※移動率のポイントアップ：あるコーホート（性別・５歳階級別の人口集団）の５年間の転入出が、元の人口が

100人として、転入が10人、転出が30人とすると、転出超過が20人なので、５年後の人口は80人と

なり、その場合の移動率は80÷100＝0.80（20％マイナス）と計算される。これに0.05ポイント

（5％）アップさせると0.85となり、この例で言えば、転出超過20人を１５人にとどめるということにな

る。  
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本町が目指す推計では、2040年（令和 22年）の時点で、5,102人と推計され、約 5,100人を維

持することとなります。 

また、2040年の時点で、社人研準拠推計に比べて 727人、日本創成会議準拠推計に比べて 1,176

人、人口減少を抑制することとなります。 

 

本町が目指す推計と他の推計の比較（総人口） 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年までは国勢調査の実績値。 

  

推計値 

＜参考＞ 

士幌町第６期町づく

り総合計画（2016～

2025年）の目標年 

社人研準拠推計に 

比べて 727人増加 

日本創成会議準拠推計に 

比べて 1,176人増加 
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「士幌町が目指す推計」の内訳 

 

 2020 年 2025 年 2030 年 2035 年 2040 年 2045 年 2050 年 2055 年 2060 年 

合計特殊出生率 1.80 1.80 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 2.10 

 

（単位：人） 

 2015～ 

2020 年 

2020～ 

2025 年 

2025～ 

2030 年 

2030～ 

2035 年 

2035～ 

2040 年 

2040～ 

2045 年 

2045～ 

2050 年 

2050～ 

2055 年 

2055～ 

2060 年 

自然増減<Ａ> 

（出生－死亡） 
-209 -227 -206 -210 -235 -249 -241 -226 -214 

出生 223 212 232 224 212 216 206 193 179 

死亡 -432 -439 -438 -434 -447 -465 -447 -419 -393 

 

（単位：人） 

 2015～ 

2020 年 

2020～ 

2025 年 

2025～ 

2030 年 

2030～ 

2035 年 

2035～ 

2040 年 

2040～ 

2045 年 

2045～ 

2050 年 

2050～ 

2055 年 

2055～ 

2060 年 

社会増減<B> 

（転入－転出） 
2 -7 13 21 26 20 24 24 19 

 

（単位：人） 

 2015～ 

2020 年 

2020～ 

2025 年 

2025～ 

2030 年 

2030～ 

2035 年 

2035～ 

2040 年 

2040～ 

2045 年 

2045～ 

2050 年 

2050～ 

2055 年 

2055～ 

2060 年 

人口増減 

<A>+<B> 
-207 -234 -193 -189 -209 -229 -217 -202 -195 

 

※国勢調査の数値をもとに推計しているため、基準日は10月１日。 
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老年人口比率（総人口に占める 65歳以上の人口比率）については、2040年（令和 22年）の時

点で、社人研準拠推計に比べて 6.1％、日本創成会議準拠推計に比べて 10.3％、抑制することと

なります。 

 

本町が目指す推計と他の推計の比較（老年人口比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年は国勢調査の実績値から算出した数値。 

  

社人研準拠推計に 

比べて 6.1％抑制 

日本創成会議準拠推計

に比べて 10.3％抑制 
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年齢３区分別人口を比較すると、2040 年（令和 22 年）の時点で、社人研準拠推計および日本

創成会議準拠推計に比べて、年少人口（15歳未満）比率の縮小傾向が抑制されることとなります。 

 

 

本町が目指す推計と他の推計の比較（年齢３区分別人口比率） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2015年は国勢調査の実績値から算出した数値 
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４３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 総合戦略 
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Ⅰ 総合戦略の概要 
 

2010年（平成 22年）の国勢調査において 6,416人だった本町の総人口は 2015年（平成 27年）

の国勢調査において 6,132人となり、この５年間で 284人の減少となり、現在の人口減少のスピ

ードがこのまま続くと、2040年（令和 22年）には７割弱、2060年（令和 42年）には半数の規模

になると推計※されています。 

そこで本町は、第１章の「人口ビジョン」において、人口減少のスピードを抑制し、将来の人

口展望を 2040年（令和 22年）の時点で、約 5,100人を維持するという目標を引き続き示しまし

た。 

第２章の「総合戦略」においては、「人口ビジョン」で示した将来の人口展望を実現するため

に、目指すべき方向と実効性が期待できる施策をとりまとめました。 

 

※国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した今後の人口推計による。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

・第２期総合戦略の目標（令和６年度） 
・第６期町づくり総合計画の人口ビジョン 

中期の人口ビジョン 

長期の人口ビジョン 



４５ 

 
28 

 
29 

 
30 

令和 
元 

 
2 

 
3 

 
4 

 
5 

 
6 

 
7 

平成
27 

１ 計画の期間や位置づけ 

（１）計画期間 

国の総合戦略を勘案し、効果の高い施策を集中的に実施していくことをふまえ、「第２期総合

戦略」の計画期間は、2020年度（令和２年度）から 2024年度（令和６年度）の５年間とします。 
 
 

（２）総合戦略の位置づけ 

本町は「町づくり総合計画」を最上位に位置づけ、総合的・計画的な町づくりを進めています。 

人口減少の克服・地方創生を目的としている「総合戦略」は、総合計画と密接な関わりがあり、

2016年度（平成 28年度）から平成 2025年度（令和７年度）までを期間とする「士幌町第６期町

づくり総合計画」と計画期間がほぼ重なるため、「士幌町第６期町づくり総合計画」において重

点的に取り組むべき内容（重点施策）として位置づけています。 

 

 

「士幌町第６期町づくり総合計画」における「総合戦略」の位置づけ 

 

（年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

士幌町第６期町づくり総合計画 

基本構想 平成 28 年度から令和 7 年度までの 10 年間 

重点施策 

平成 28 年度から令和 7 年度までの 10 年間 

必要に応じて中間年度に見直し 

(第１期)士幌町まち・ひと・しごと

創生総合戦略（総合戦略） 

第２期 士幌町まち・ひと・しごと

創生総合戦略（総合戦略） 

基本計画 



４６ 

２ 目標人口と推進 

（１）目標人口 

「人口ビジョン」における将来人口をふまえ、「第２期総合戦略」が終了する 2024年（令和６

年）に、約 5,700人を維持することを目標とします。 

 

（２）推進にあたって 

「総合戦略」を推進、管理する組織として、町長を本部長とし、各所属長等で構成する「士幌

町地方創生総合戦略本部」と、町民をはじめ産業界や教育機関、金融機関、労働団体、メディア

等で構成する「士幌町地方創生推進会議」を設置します。 

施策や関連事業については、「士幌町地方創生推進会議」において実施内容を検証し、そこで

の意見をふまえ、「士幌町地方創生総合戦略本部」において施策や関連事業の見直しなどを行い

ます。 

また、基本目標ごとに「数値目標」、施策ごとに「ＫＰＩ（重要業績評価指標）」を設定し、

これら数値目標の進捗等について毎年度確認し、検証や見直しを行ううえでの参考とします。 

この流れを実施することにより、ＰＤＣＡサイクル※を確立し、より効果の高い内容で取り組

むことに努めます。実施内容やその進捗については、町民に広く発信し、本町全体で情報を共有

することに努めます。 

なお、取組を進める際には、国及び北海道との連携施策を活用するほか、定住自立圏構想など

広域的な取組も視野に入れ、関係自治体と連携を図りながら進めていきます。 

 

「総合戦略」におけるＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※計画などの推進・管理を、計画（Ｐlan）、実行（Ｄo）、点検・評価（Ｃheck）、改善（Ａction）の順に行

い、その流れを繰り返す（サイクル）という考え方。 

 

  

Plan 

「総合戦略」の策定 

（改定） 
Do 

施策の推進 

事業の実行 

Check 
実施内容の検証 

数値目標・KPIの 

進捗確認 

Action 

施策や関連事業の 

見直し 
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Ⅱ ４つの基本目標 

１ 戦略で目指すべき方向性 

「人口ビジョン」と令和元年 12月に実施した町民アンケートの結果をふまえて、「第２期総合

戦略」で目指すべき方向性を示します。 

（１）「人口ビジョン」より 

「人口ビジョン」で示した人口減少への取組方向は、次のとおりです。 

■近年の転入超過が見られる年もあるなか、社会増に向けた取組を積極的に推進する。 

■多様な方々、若い世代が町内で働きたい場を見つけられるようにしていく。 

■UIJターンを希望する若年層が多いなか、戻ってくる際に必要な環境を整える。 

■町外から本町に働きに来ている人が多い状況をふまえ、住む場としても本町を選んでも

らえるようにしていく。 

■合計特殊出生率が高い状況を、出生数の増加にむすびつけることができるよう、子育て

世代を増やしていく。 

 

（２）「町民アンケート」の結果より 

町民アンケートにおける、定住に関わりの深い設問結果については、次のとおりです。 
 

＜住み良さ＞ 

■「住みよい」（16.3％）、「どちらかといえば住みよい」（49.3％）で、約 65％は“住み

良さ”を評価しています。 

■30・40・50代では「どちらかといえば住みにくい」と「住みにくい」の合計が２割を越え

るなど、他の年代に比べて“住みにくい”という評価が高くなっています。 
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＜定住意向＞ 

■「今住んでいる場所に住み続けたい」（47.0％）と「町内の別の場所に移りたい」（3.5％）

を合計した町内への“定住意向”は 50.5％です。一方、「どちらともいえない」は 27.2％

と４分の１以上を占めています。“定住意向”は年代が高いほど高まりますが、10～40代

では「どちらともいえない」が３割以上を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜住み続けたい理由、移りたい理由＞ 

■本町に住み続けたい理由として、自然災害の少なさや自分にあう仕事があること、自然の

豊かさ、事故や犯罪の少なさなどが多くあげられています。 

■転出したい理由として、買い物や交通の不便さ、医療や福祉の不安、娯楽や余暇を楽しむ

場の少なさ、自分にあう仕事がないことなどが多くあげられています。 

 

「本町に住み続けたい理由」「町外に移りたい理由」の上位５位（町民アンケート） 

 

本町に住み 

続けたい理由 

［309人］ 

自然災害が 
少ない 

特にここから移
りたいという 
理由がない 

自分にあう仕事
（職場）がある 

自然が多い、 
自然が豊か 

交通事故、犯罪
などが少ない 

53.1 49.8 42.4 39.5 30.7 
      

町外に 

移りたい理由 

［309人］ 

買い物や娯楽な
どの場が少なく

不便 
交通が不便 

医療や福祉面が
不安 

余暇や生きがい
を楽しむ場や機
会が少ない 

自分にあう仕事
（職場）がない 

67.6 60.2 58.9 40.5 17.5 

※それぞれ、あてはまるものすべてを選択。 
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＜日常生活の項目別「満足度」「重要度」＞ 

■満足度が低い上位５項目と、重要度が高い上位５項目を比較すると、いずれにも入ってい

る項目（満足度が低く、重要度が高い項目）は、「病院などの医療環境」「商業の振興（買

い物の便利さ）」です。 

 

【町民アンケート】日常生活の「満足度」と「重要度」の順位 

（満足度）               （重要度） 

満
足
度
が
低
い
上
位
５
項
目 

→
 

 

2.農村景観の美しさ 0.63  5.自然災害など防災への取組 1.28 １位 

1.自然環境のよさ、保全の状況 0.56  19.病院などの医療環境 1.27 ２位 

28.農業の振興 0.39  30.商業の振興（買い物の便利さ） 1.22 ３位 

6.消防・救急体制 0.34  6.消防・救急体制 1.12 ４位 

15.生活排水処理 0.33  28.農業の振興 1.11 
５位 

14.水道の整備、水質 0.31  4.自然エネルギーへの取組 1.11 

35.役場からの広報、情報提供 0.30  20.高齢者支援 1.10 ←
 

重
要
度
が
高
い
上
位
５
項
目 

37.役場の窓口対応やサービス 0.24  17.子育て支援（保育所、幼稚園含む） 1.08 

17.子育て支援（保育所、幼稚園含む） 0.24  21.障がい者（児）支援 1.08 

9.ごみの収集・リサイクル 0.23  11.除排雪の対応 1.06 

7.交通安全に対する取組 0.20  8.犯罪の防止、取り締まり 1.04 

24.高校の教育 0.18  9.ごみの収集・リサイクル 1.00 

18.健康づくりや病気の予防対策 0.18  18.健康づくりや病気の予防対策 0.99 

8.犯罪の防止、取り締まり 0.14  32.企業誘致や新たな事業への支援 0.99 

27.スポーツ活動の推進 0.12  23.小学校、中学校の教育 0.98 

20.高齢者支援 0.10  1.自然環境のよさ、保全の状況 0.95 

29.林業の振興（森林の保全､活用） 0.10  10.道路や歩道の整備 0.95 

23.小学校、中学校の教育 0.10  31.観光の振興 0.94 

21.障がい者（児）支援 0.10  3.市街地の景観、まちなみの美しさ 0.92 

34.ボランティア活動(機会・内容) 0.09  7.交通安全に対する取組 0.92 

22.各種講座の開催、情報提供 0.08  14.水道の整備、水質 0.88 

36.町民のまちづくりへの参加 0.08  16.バスの利用しやすさ 0.86 

26.文化財や史跡の伝承保存 0.07  2.農村景観の美しさ 0.78 

33.自治会などの地域活動 0.06  24.高校の教育 0.78 

25.芸術文化活動の推進 0.06  29.林業の振興（森林の保全､活用） 0.76 

5.自然災害など防災への取組 0.06  15.生活排水処理 0.76 

13.公営住宅、宅地の供給 0.04  37.役場の窓口対応やサービス 0.72 

4.自然エネルギーへの取組 0.00  35.役場からの広報、情報提供 0.63 

12.公園の整備 -0.10  12.公園の整備 0.62 

11.除排雪の対応 -0.12  27.スポーツ活動の推進 0.59 

10.道路や歩道の整備 -0.15  13.公営住宅、宅地の供給 0.56 

3.市街地の景観、まちなみの美しさ -0.16  36.町民のまちづくりへの参加 0.53 

５位 16.バスの利用しやすさ -0.27  34.ボランティア活動(機会・内容) 0.46 

４位 32.企業誘致や新たな事業への支援 -0.42  22.各種講座の開催、情報提供 0.45 

３位 31.観光の振興 -0.46  33.自治会などの地域活動 0.44 

２位 30.商業の振興（買い物の便利さ） -0.47  25.芸術文化活動の推進 0.44 

１位 19.病院などの医療環境 -0.49  26.文化財や史跡の伝承保存 0.43 

※まちづくり分野37項目の満足度と重要度について５段階評価を行い、その結果を加重平均値で比べたもの。

数値の範囲は-2から+2で、数値が高いほど評価が高い。1～37はアンケート項目の番号。 
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（３）「総合戦略」で目指すべき方向性 

（１）と（２）をふまえて、「総合戦略」で目指すべき方向性をまとめると、次のとおりです。 

 

地域の特性に応じた、生産性が高く、誰もが安心して働ける「稼ぐ地域の実現」を目指す。 

・人口減少が進行し、特に、地方において労働力人口の減少、消費市場の縮小が懸念され

る中、ひとが訪れ、住み続けたいと思えるような地域を実現するためには、地域の稼ぐ

力を高め、やりがいを感じることのできる魅力的なしごと・雇用機会を十分に創出し、

誰もが安心して働けるようにすることが必要です。 

・多様化する価値観やライフスタイル・ワークスタイルも踏まえ、誰もがその力を発揮で

きる就業環境や自分の居場所を見出せる環境づくりを通じて、しごとの場であり生活の

場である地域全体の魅力を高めることが必要です。 

 

士幌町への新しい人の流れをつくり、多様な人々との「ツナガリ（繋がり）」を築く。 

・士幌町への移住・定着を促進するためには、第１期で取り組んできた移住施策を引き続

き促進するだけでなく、長期的な視点を持ち将来的な移住にもつながるよう、多様な

人々や首都圏等と住民の「ツナガリ」を築き、士幌町への新しいひとの流れをつくるこ

とが必要です。  

・特定の地域と継続的に多様な形で関わる関係人口の創出・拡大に取り組むとともに、企

業や個人による地方への寄附・投資等により地方創生の取組への積極的な関与を促すな

ど、士幌町への資金の流れの創出・拡大が必要です。 

 

結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

・男女ともに結婚、出産、子育て、仕事との両立がしやすい環境の整備や支援が重要であ

り、地域住民や企業・団体等と社会全体が一体となって、実情に応じた実効性のある少

子化対策を総合的に推進することが必要です。 

 

ひとが集い、安心して暮らすことが出来る魅力的な士幌町をつくる 

・訪れたい、住み続けたいと思えるような地域をつくるためには、町の機能、日常生活サ

ービス機能を維持・確保するとともに、地域資源を最大限に活かし、地域に付加価値を

持たせることで、魅力的な地域づくりを進めることが必要です。 

・急速な高齢化にも対応し、人々が地域において安心して暮らすことができるよう、医療・

福祉サービス等の機能を確保し、全員が活躍できる社会・町づくりを推進するとともに、

地域における質の高い防災・減災の取組や地域交通の確保、安全対策が必要です。 
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（４）総合戦略の見直し 

４つの基本目標は現状のままとし、施策については一部見直し、また重点事業については、担

当課による事業評価、必要性を勘案した結果、整理・再編し記載しています。 

 

（第２期総合戦略施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（考え方） 

・時代の潮流や国の新たな基本方針と合致しているか 

・士幌町第６期 町づくり総合計画との整合性が図られているか 

・町づくりアンケート調査（令和元年１２月実施）で浮かび上がった課題に対応しているか 

・町政の課題や推進している事業等と一致しているか 

・ＳＤＧｓに合致した施策になっているか 

 

 

継 続       必要に応じた見直し 

施策１-１ 地域産業を支える担い手

の確保、人材育成を支援

します。 

施策１-２ 基幹産業の拡大・多様な

事業活動と環境整備を支

援します。 

施策２-１ 多様な人とつながる機会

を増やし、「関係人口」

の創出や拡大により移住

を促進します。 

施策２-２ 住んでみたい、住み続け

たい、多様な住環境をつ

くります。 

施策３-１ 結婚や出産を望む人を応

援します。 

施策３-２ 士幌で子どもを育てた

い、教育したいと思う人

を応援します。 

施策４-１ 士幌に住み続けられる生

活を実現する魅力的なま

ちをつくります。 

施策４-２ 質の高い防災機能をもつ

災害に強いまちをつくり

ます。 

≪基本目標 1≫ 

地域産業の活性化によ

り、多様な雇用を創出

する 

≪基本目標 2≫ 

人の流れを増やし、住

環境を充実させ、移住・

定住を促す 

≪基本目標 3≫ 

結婚･出産･子育てへの

支援を充実させる 

≪基本目標 4≫ 

安心して住み続けるこ

とができる地域をつく

る 
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（５）SDGs との整合 

SDGs［エス・ディー・ジーズ］とは、「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」

の略です。2015（平成 27）年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030ア

ジェンダ」にて記載された 2016（平成 28）年から 2030（令和 12）年までの国際目標です。第２

期総合戦略を策定するにあたっては、SDGsの視点を取り入れることとします。 
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国の総合戦略の基本目標 

２ 「基本目標」の設定 

第１期に引き続き、切れ目ない取組を進めるため、基本目標や施策の柱立てについては、現行

の枠組みを維持しつつ、必要な見直しや強化を行いました。 

そのうえで、国の総合戦略の新たな基本目標をふまえ、第２期総合戦略に取り組む上でのテー

マと、大きな柱（基本目標）を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 稼ぐ地域をつく

るとともに、安心し

て働けるようにする 

２ 地方とのつなが

りを築き、地方への

新しいひとの流れを

つくる 

３ 結婚・出産・子

育ての希望をかなえ

る 

４ ひとが集う、安

心して暮らすことが

できる魅力的な地域

をつくる 

［テーマ］ 令和時代の “農村ユートピア” の実現をめざして 

○戦略コンセプト 

①人口減少に適応し、将来にわたって「活力ある地域社会」を実現する 

②先駆的な農業経営が展開される地域の強みを基盤に多角的な視点で「関係人口」を創出する 
 

○新たな視点 

視点１ 将来のまちづくり人材の育成 

視点２ 全世代・全員が活躍できる場の創出 

視点３ 魅力を育み、人が集うコミュニティの構築 

視点４ 「関係人口」の創出・拡大 

視点５ Society5.0（近未来技術）の導入促進 

視点６ SDGs（持続可能な開発目標）を意識し目標を横断した取組の促進 

 

基本目標１ 

地域産業の活性化に 

より、多様な雇用を 

創出する 

地域の産業を活性化

させ地域内経済循環を

高め、多くの人たちが

本町で働くことができ

る多様な雇用の場を増

やします。 

基本目標２ 

人の流れを増やし、 

住環境を充実させ、 

移住・定住を促す 

本町と多様に関わる

「関係人口」を創出・

拡大させるとともに移

住や定住に必要な住環

境を充実させます。 

基本目標３ 

結婚･出産･子育てへ 

の支援を充実させる 

 

本町で結婚・出産・

子育てを望む人たちを

支援するとともに、子

育てしやすい環境を充

実させます。 

基本目標４ 

安心して住み続ける 

ことができる地域を 

つくる 

世代を問わず、だれ

もが安心して住み続け

ることができる環境を

充実させます。 
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Ⅲ 戦略の内容 

基本目標１ 地域産業の活性化により、多様な雇用を創出する 

数値目標 

 

指  標 現  状 目  標 

町内従業者数※ 2,412 人（平成 28） 2,412 人（令和 6） 

※経済センサス（活動調査）の数値。民営事業所の従業者数。 

 

次代の農業を担う後継者、新規就農者等を支援するとともに、マッチング支援等を通じて労働

力不足の解消に努め、農業分野で働く人たちを増やします。商工業分野においても、起業や事業

の後継、継承の支援等を通じて、働く場を広げます。 

また、町立士幌高校、関係機関等と連携し、農業など既存の産業を軸としながら、新たな事業

が発展、展開していくことを促進するとともに、起業や就業に必要な技術が取得できる環境づく

りを進め、町内にある働く場の数や種類を増やします。 

そのほか、今後需要が高まる医療・福祉分野においても、支援体制づくりに必要な人員の確保

として雇用を拡大します。 

 

施策１-１ 地域産業を支える担い手の確保、人材育成を支援します。 

    

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現 状 値※ 目標値 

農業における新たな担い手数 
（U ターンによる後継も含む） 

32 人（平成 27～令和元） 
※５年間合計 

40 人（令和 2～6） 
※５年間合計 

士幌町無料職業紹介所の 
相談件数 

5 件（令和元） 25 件以上（令和 6） 

士幌高校の新卒生徒が 
地元企業で採用された人数 

3 人（令和元） 5 人以上（令和 6） 

  

①地域産業活性化の取組と担い手を支援します。（農業者や商工業者の経営基盤強化） 

1. 農業後継者、新規就農者への支援 

2. 地域商店街活性化支援（後継者、担い手の確保支援） 

②誰もが安心して働ける環境づくりと多様な働き方の創出（働き方改革の促進） 

3. 就業マッチング支援（作業単位就業・兼業・副業支援） 
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③多様な希望をもつ若い世代が士幌で働く場を見つけることができるよう支援します。 

4. 高校卒業者やＵＩＪターン希望者の新規就業支援 

5. 奨学金返還支援事業 

④地域産業への関心を高めてもらい、働く場として選ばれるようにします。 

6. 士幌高校における地域産業強化支援学習の充実 

7. 地域内経済循環システムの調査研究 

 

施策１-２ 基幹産業の拡大・多様な事業活動と環境整備を支援します。 

    

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値※ 目標値 

商工会の会員数 155人（令和元） 162人※1（令和 6） 

商工会の新規会員数 
16 人（平成 27～令和元） 

※５年間合計 
20 人（令和 2～令和 6） 

※５年間合計 

商品化された特産品の数 
13 品（平成 27～令和元） 

※５年間合計 
13 品以上（令和 2～令和 6） 

※５年間合計 

※1 令和元 商工業者組織率目標より 

①士幌町で新たな事業を始める人を支援します。（創業・起業） 

8. 創業・起業支援×空き店舗対策 

9. 首都圏からのテレワーク・サテライトオフィス利用促進 

②新たな雇用や多様な職種を生み出す事業活動を支援します。（企業誘致・農福連携） 

10. 旧小学校閉校施設等利活用による企業誘致 

11.「医福農商工連携」の調査研究 

③士幌町の未来をけん引する人づくりを支援、環境を整備します。 

12. 地域で働く若者の人材育成（高校生からの人材育成、専門技術者の創出） 

④地域資源を最大限に活用し「稼ぐ力」を高め、地域の競争力を強化する取組を支援しま

す。 

13. 次世代農業（スマート農業等）の推進、データ利活用・情報基盤整備の支援 
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基本目標２ 人の流れを増やし、住環境を充実させ、移住・定住を促す 

数値目標 

 

指  標 現  状 目  標 

社会増減数（転入－転出） 

マイナス 83 人 

（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

±０人 
※人口ビジョンをもとに 2020～2024 年の 

５年間は転出入のほぼ均衡を目指す。 

 

道の駅「ピア 21しほろ」や「しほろ温泉プラザ緑風」など町内の観光・交流拠点や観光資源の

魅力を高め情報発信することで、本町で滞在・交流する国内外からの来訪者（交流人口、関係人

口）を増加させます。 

また、移住を検討する際に必要な情報や相談相手を見つけやすくし、本町での暮らしに関心を

持つ人たちが移住につながりやすくします。単独での取組に加えて、北海道及び十勝管内の市町

村と連携し、交流・関係人口の拡大や移住の促進につながる取組を広域的に進めます。 

さらに、住宅に関する取組を中心に、町民からは「住み続けたいまち」、移住希望者には「住

んでみたいまち」と感じてもらえるよう、引き続き多様な居住ニーズを踏まえた住環境の充実に

努め、移住・定住を促進します。 

 

施策２-１ 多様な人とつながる機会を増やし、「関係人口」の創出や拡大により移住を

促進します。 

   

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値 目標値 

観光入込客数 389,400人（平成 30） 400,000人（令和 6） 

新たなイベントや交流事業の
開催数 

5 件（平成 27～令和元） 
※５年間合計 

5 件以上（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

 

①交流拠点の魅力や機能を高めます。 

14. 道の駅｢ピア 21 しほろ｣の情報発信・交流機能の強化 

15. ｢しほろ温泉プラザ緑風」の施設リニューアル 

②来訪や滞在を促し、多様な人とつながる取組や情報発信の充実に努めます。 

16. まちの魅力・情報発信の強化（インバウンド対応機能等の充実） 

③自治体広域連携による観光交流や関係人口の創出・拡大と移住・定住に関する事業を推

進します。 
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17. 移住・定住に関する窓口相談体制の充実と地域おこし協力隊制度を活用した移住・定住の

促進 

18. 北十勝４町による広域観光振興事業の推進 

19. 十勝定住自立圏における取組の推進 

20. 北海道十勝地域×東京都台東区・墨田区連携交流事業の実施 

21. 交通モードの利活用により地域の内外をつなぐ交流人口拡大推進事業の実施 

 

 

施策２-２ 住んでみたい、住み続けたい、多様な住環境をつくります。 

   

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値※ 目標値 

新たな住宅建設件数（全町） 
99 件（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

１00件（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

住宅リフォーム費用の助成件数 
91 件（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

１00件（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

転入者数（1月～12月） 
1,318 人（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

1,318 人（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

移住に関する相談件数 
304 件（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

310件（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

  

①子育て世代や町外からの通勤者などの居住ニーズを把握し、支援策を検討します。 

22. 町外からの通勤者を対象としたアンケート調査の実施 

②短期・長期滞在や二地域居住ができる住宅の利用を促進します。 

23. 移住体験住宅の運営、定住促進住宅の整備運営 

24. 農園付き住宅による二地域居住の促進（士幌版 CCRC モデル事業） 

③空き家・空き地対策、町内に住みたい人・住み続けたい人の希望を実現する支援と環境

を整備します。 

25. 空き家・空き地に関する情報の収集、データベースの更新 

26. 移住促進助成事業の実施 

27. 住宅リフォーム費用の補助 
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基本目標３ 結婚・出産・子育てへの支援を充実させる 

数値目標 

 

指  標 現  状 目  標 

出生数 

 

205 人（平成 27～令和元） 

※５年間合計 

※人口ビジョンから算出 

212 人（令和 2～令和 6） 

※５年間合計 

  

本町で結婚し生活を送ることを希望する人達が増えるよう、結婚につながる出会いの場を充実

させます。 

また、子どもを産みたい人、多くの子どもを産み育てたい人など、それぞれの希望が叶うよう

支援します。 

さらに、子育て支援や教育に関する環境づくりとともに、子育てにかかる負担の軽減に引き続

き努めることで、本町で子どもを育てる魅力を高め、子育て世帯の定住促進と町外からの移住を

促します。 

 

施策３-１ 結婚や出産を望む人を応援します。 

   

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値※ 目標値 

婚姻数 
95 件（平成 27～令和元） 

※５年間合計 
100件（令和 2～令和 6） 

※５年間合計 

  

①若い世代が交流する機会や出会いの場を創出します。 

28. 婚活事業の推進 

②地域が一体となり結婚を希望する人を支援します。 

29. 士幌町結婚支援事業連携（結婚相談） 

③子どもを産みたい人を応援します。 

30. 出産に関する相談体制等の充実 

31. 不妊・不育症治療費の助成 
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施策３-２ 士幌で子どもを育てたい、教育したいと思う人を応援します。 

     

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値 目標値 

子育てに関する評価※ 68.0％（令和元） ７０％（令和 6） 

小中学校教育に関する評価※ 60.1％（令和元） ７０％（令和 6） 

※町民アンケートでの肯定的な評価の割合。 

 

①子育てに関する情報を得やすく、相談がしやすい環境をつくります。 

32. こども発達相談センターの役割として早期発見、早期療育の一層の推進 

②育児と仕事が両立しやすい環境をつくります。 

33. 認定こども園の改築計画の策定 

34. 子ども・子育てに関する情報提供、相談や支援の充実 

35. 放課後児童対策の推進（学童保育・放課後子ども教室） 

36. ファミリーサポート事業、病後児保育事業の推進 

37. 子育てしやすい事業所の拡大 

③士幌町ならではの学びや体験プログラム、地域特性のある取組を進めます。 

38. 男女共同参画の推進 

39. 地域内外の多様な人々や世代との交流促進 

40. 「しほろキッチン」を活用した学習体験や新商品開発・研究の支援 

④地域の魅力を育み、個性あふれる教育と環境づくりを進めます。 

41. ＩＣＴを活用した教育の推進 

42. 英語教育の充実 

43. 小学校低学年における少人数学級の推進 

44. 特別支援教育の充実 

45. 学習、体験サポートシステム（北大生等による学習支援、サタデースクール）の推進 

⑤子育てにかかる経済的な負担を軽減します。 

46. 保育料の軽減 

47. 学童保育料の無料化 

48. 小中学生の学校給食費の軽減 

49. 高校生までの医療費の全額助成 

50. 高等学校等就学支援金の給付 

51. 日中一時支援事業の無料化／障がい児の訓練費の無料化  
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基本目標４ 安心して住み続けることができる地域をつくる 

数値目標 

 

指  標 現  状 目  標 

町民の定住意向率※ 50.8%（令和元） 60%（令和 6） 

※町民アンケートでの「今住んでいる場所に住み続けたい」「町内の別の場所に移りたい」の合計。 

 

住み続けるうえで不安が生じやすい医療・福祉環境の向上や交通手段の維持、近年関心が高ま

っている災害への対策など、本町で安心して生活を送ることができる環境づくりを進め、定住を

促進します。 

また、高齢になっても地域の様々な年代の人たちとともに、本町で生きがいを感じながら生活

できる環境を充実させます。 

 

施策４-１ 士幌に住み続けられる生活を実現する魅力的なまちをつくります。 

   

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値※ 目標値 

コミュニティバス利用者数 26 人以上/日（令和元） 26 人以上/日（令和 6） 

いきいきふれあいサロン利用
者数 

5,666人（平成 30） 5,800 人（令和 6） 

認知症サポーター延べ養成講
座受講者数 

408人（平成 27～令和元） 
※５年間合計 

420人（令和 2～令和 6） 
※５年間合計 

  

①質の高い暮らしのため、まち機能を充実させます。 

52. コミュニティバスなど移動手段の充実 

53. 情報通信基盤等の整備、未来技術の実装・利活用の推進 

②医療や介護の不安を和らげ、住み慣れた自宅や地域で暮らせる包括的な支援、地域医療

体制を充実させます。 

54. いきいきふれあいサロンの推進 

55. 認知症サポーターの養成 

56. 国保病院の診療体制充実と在宅介護の連携強化/訪問看護の整備 

57. 健康づくりや福祉サービスに関する情報提供、相談体制の充実 

③子どもから高齢者まで誰もが学び集い、活躍できる地域を形成します。（各施策を活用

した「ごちゃまぜ」コミュニティの推進） 



６１ 

58. 町づくり協働推進事業の利用促進 

59. 地域の全世代・全員が活躍できるコミュニティづくりの調査研究 

 

 

施策４-２ 質の高い防災機能をもつ災害に強いまちをつくります。 

   

重要業績評価指標［ＫＰＩ］ 

 

項   目 現状値※ 目標値 

自主防災組織率 39.9％（令和元） 60％※1以上（令和 6） 

 ※1 平成 30 北海道市町村別自主防災組織活動カバー率より推計 

①災害に対する日頃の備えを充実させます。 

60. 防災備蓄品や防災救助品等の整備 

61. 防災無線の整備 

②災害時に、避難や支え合いがスムーズに行えるよう、日頃からのネットワークづくりを

進めます。 

62. 自主防災組織の育成と活動の支援 

63. 避難行動要支援者の把握と台帳の更新、見守りネットワークの推進 

64. 災害時における協力体制の構築 

③再生可能エネルギーを活用した災害に強いまちづくりを進めます。 

65. 2050 ゼロカーボンシティ達成に向けた再生可能エネルギー導入の促進 

 


